
2022年 省エネルギー推進特集

建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（「改正」建築物省エネ法）が、昨年4月
から完全施行しています。改正の趣旨を再認識し、義務の徹底を図りましょう。
改正の大きなポイントは、省エネ基準への適合義務化の対象が、これまでの延べ面積2,000
㎡以上から300㎡以上に引き下げられました。また300㎡未満の小規模住宅・建築物について
は建築士から建築主への省エネ性能に関する説明義務が課せられています。
適合義務対象において、省エネ基準に適合しない場合や、必要な手続き・書面の整備等を
怠った場合、確認済証や検査済証が発行されず、着工や開業が遅延する恐れがありますので
ご注意ください。

2030年の温室効果ガス排出量を13年比で46％削減するとした気候変動問題に関する国際的
な枠組み「パリ協定」における我が国の削減目標に向け、建築物における一層の省エネ性能
の向上を目指しましょう。
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300㎡以上の建築物については、建築確認（省
エネ適判）や完了検査において、省エネ基準
への適合等の審査を受ける必要があります。

▪

適合義務対象において省エネ基準へ適合し
ない場合や、必要な手続き・書面の整備等を
怠った場合、確認済証や検査済証が発行され
ず、着工や開業が遅延する恐れがあります。

▪

300㎡未満の小規模住宅・建築物の設計に際
して、建築士から建築主に対して、以下の内
容について書面で説明を行うことが義務付け
られます。
　　①省エネ基準への適否
　　②（省エネ基準に適合しない場合）
 　　   省エネ性能確保のための措置

▪

300㎡未満の共同住宅や小規模店舗等も対
象となります。
▪

建築主に交付する説明書面は、建築士事務所
の保存図書に追加されます。
▪
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説明義務
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大手住宅事業者を対
象に、トップランナー
基準（省エネ基準を
上回る基準）の達成
を誘導する制度

届出義務
審査手続きの合理化
を通じて、指示・命
令等の監督の実施を
重点化

※住宅トップランナー制度

対応はお済みですか？

改正建築物省エネ法が
完全施行されています

2021年
4月から

省エネ基準適合義務の対象を300㎡以上の非住宅建築物に拡大

300㎡未満の住宅等では建築士が建築主へ省エネ性能の説明義務化

第6次エネルギー基本計画

［図1］ガイドラインに
基づく第三者認証の例

［図2］ZEH-Mマーク、
ZEBマーク

国土交通省住宅局参事官（建築企画担当）室

現状の2,000㎡以上の大規模建築物
に加え、300㎡以上の中規模建築物に
対象を拡大

建築物省エネ法に基づく建築物の省エネルギー基準を踏まえ、断熱材の利用、設計・施工上の工夫による的確
な熱負荷の低減を行う。その際、改正建築物省エネ法 （左記事参照） に適切に対応すること。
また、2030年に目指すべき住宅・建築物の姿としては、新築について

はZEH・ZEB基準の省エネ性能が確保されているとともに、新築戸建て
住宅の6割で太陽光発電設備の導入を目指す」（脱炭素社会に向けた住
宅・建築物の省エネ対策等のあり方検討会）としている。
この目標実現に向け、ZEHデベロッパーやZEBプランナーは特に地方

公共団体に対してZEH・ZEB化の検討を働きかける。また住宅・ビル等の
販売・賃貸事業者はエネルギー消費性能を表示するよう努めること［図
1］。ZEH-Mマーク、ZEBマーク ［図2］等を活用し光熱費低減等のメリッ
トを積極発信すること。
（参考・ZEH-M設計ガイドラインhttps://sii.or.jp/zeh/zeh_guideline.html） 
（参考・ZEB設計ガイドラインhttps://sii.or.jp/zeb/zeb_guideline.html）

省エネルギー・省資源対策推進会議省庁連絡会議では、産業界等に向けた具体的な周知、協力を要請
しています。建設産業界に関連したものとしては以下の通りです。

2020年10月26日に菅内閣総理大臣（当時）により
表明された2050年のカーボンニュートラルの実現に
向けて、「第6次エネルギー基本計画（令和3年10月22
日閣議決定）」が策定されました。この中で、住宅・建
築物の省エネルギー対策としては、

○建築物省エネ法を改正し、省エネルギー基準適合義
務の対象外である住宅及び小規模建築物の省エネ
ルギー基準への適合を2025年までに義務化する。

○2030年度以降新築される住宅・建築物について、Ｚ
ＥＨ・ＺＥＢ基準の水準の省エネルギー性能の確保を
目指し、整合的な誘導基準・住宅トップランナー基
準の引上げや、省エネルギー基準の段階的な水準
の引上げを遅くとも2030年度までに実施する。

　とされています。また、太陽光発電の住宅・建築物
への更なる導入拡大として、

○2050年において設置が合理的な住宅・建築物には
太陽光発電設備が設置されていることが一般的と
なることを目指し、これに至る2030年において新
築戸建住宅の6割に太陽光発電設備が設置される
ことを目指す。

○新築の庁舎その他政府の新設する建築物につい
て、新築における太陽光発電設備を最大限設置す
ることを徹底するとともに、既存ストックや公有地
等において可能な限りの太陽光発電設備の設置を
推進するなど、国も率先して取り組む。

　とされています。
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